








― 農民専業合作社モデルと家庭農場モデルの事例を中心に ― 
 
 
A Study on Roles and Issues of Agricultural Cooperative Organizations in China 
















































る。中国の農民専業合作社の発展は、３つの段階に分けられる。第１段階は 1952 年－58 年





るという「双層経営」（二重経営）体制が形成されたのであった 1。第 3 段階は、2006 年－
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第１段階は 1952 年から 1982 年までの人民公社の時代、第２段階は 1982 年から 2006年
までの家族請負制度の時代、第３段階は 2006年から 2017 年までの農民専業合作社の時代
である。 






平均成長率 3.5％）。そして、1957 年の農民の年収入は 1952年に比べ 30％増え、共同化は
一定の成果をあげた。 









中国の経済発展に伴い、2006 年 10 月には、全人代常務委員会において、農民専業合作社










2. 1952 年―1982年人民公社期 
新中国の農村には貧しい農民階級と地主階級ないし富農階級の間で大きな対立があっ
たが、農村の土地改革運動は、地主階級を完全に消滅させたため、このような対立を解決
することができた。1949 年 10 月、中華人民共和国が成立した時には、中国共産党の主導
により、すでに人口の集中していた華北地区（北京市、天津市、河北省、山東省）などの
中国共産党の支配していた解放区で土地改革は完成されていた。したがって、新中国の土




















                                                        
































                                                        
4滕 鑑 （2016，45 〜 60）『岡山大学経済学会雑誌 48（１）』「中国の計画経済時代における体制改
革」 p．48 

































                                                        



























　時　　期 　社　数 加入者（万戸）１者当（戸） 普及率（％）
８月末 8730 3378 4328 30.4
９月下旬 26425 12194 4614 98.0




 表1－2－2 1952年―1958年全国主要農産物の産量 





そして、1958 年まで農民の年収入は、1952 年に比べ 30％増えた。全国国民および農家




 表 1－2－3 1952 年＝100 年基準の実質的に消費指数を計算 
                指数（1952 年＝100） 
      
（出所）『中国統計年鑑 1952―1958』から作成。 
    年度 小麦 水稲 綿花 油料 糖料 茶葉 果物
1952 1813 6843 106.5 385.6 759.5 8.2 244.3
1953 1828 7127 117.5 419.3 771.4 8.5 255.0
1954 2334 7185 130.4 419.6 958.1 9.2 296.9
1955 2297 7803 144.7 430.5 970.6 10.8 297.8
1956 2480 8248 151.8 447.0 1030.1 12.1 310.2
1957 2364 8678 164.0 482.7 1189.3 11.2 324.7
1958 2259 8885 196.9 508.6 1563.1 13.5 390.0
年度 全国国民 農家 非農家
1952 100 100 100
1953 107.7 103.1 115.0
1954 108.2 104.4 115.0
1955 115.1 113.4 117.9
1956 120.0 115.0 123.7
1957 122.9 117.0 126.3































年から 1982 年まで 19 年間の、中国の食糧の年平均成長率 1.9％である。さらに、1958 年






  表 1－2－4 1958 年―1962 年全国社会生産総生産額 





図 1－2－1  1958 年～1982年の食糧総産量と成長率 
 





 年度 社会生産総値 農業 工業 建築業 運送業 商業
1958 2138 566 1083 202 90 197
1959 2548 497 1483 235 121 212
1960 2679 457 1637 248 131 206
1961 1978 559 1062 90 76 191








図 1－2－2 石炭、鉄鋼、セメントの生産量の推移 
 
 






った。その結果、工業生産高における重軽工業比率は、1949 年には 26.6％対 73.4％であ
ったが、1957年には 45％対 55％までに上昇した。1957 年から「大躍進」運動が行われた
ため、同比率は 1961 年に 57.5％対 42.5％に達した。例えば、この時期に武漢鋼鉄（集団）
公司 8と包頭鋼鉄（集団）有限責任公司 9が設立されている（表 1－2－5 参照）。 
                                                        
7青木浩治  藤川清史  甲南大学  『現代中国経済』 3-3. 大躍進運動とその悲劇  
81958 年創業。略称は「武鋼」、「WISCO、湖北省武漢市青山区に拠点を置く鉄鋼企業で、製銑工場（高







表 1－2－5 1958年―1962 年全国工業生産総生産額（重軽工業対比） 
                        単位：億元    
 
    （出所）『中国統計年鑑 1952―1989』から作成。 
 
さらに、この「大躍進」運動期の工業基礎建設に基づいて、1978 年～1989 年の改革開放
期の初期に中国のＧＤＰの成長は基礎的な貢献があるとする見解もある（図 1－2－3 参照）。 
 
図 1－2－3 1978 年―1989 年中国の国内総生産（GDP)と経済成長率（指数 1978 年＝100） 
 
（出所）『中国統計年鑑 1952―1989』から作成 10 
                                                        
10実質の GDP を計算するために、1978 年のデータは 100 ダミー数と工業指数を計算した。名目 GDP＊工
業指数％＝実質 GDP 
 年度 工業生産総値 軽工業 重工業
1958 1083 503 580
1959 1483 616 867
1960 1637 547 1090
1961 1062 451 611












義の基層単位とみなされた。人民公社の建設のペースは、1955 年から 1956 年にかけての
「合作社」化以上のペースで急ピッチに進んだ。人民公社化は北戴河会議以前に本格化し
















































に普及農家が経営を請け負う制度が発展し、1983 年末には 1.75 億の農家が農家生産請負
制を実行するようになり、これは農家総数の 94.5％を占めた。 
 第二段階には 1984 年～1992 年のなかで、第一期請負期：請負期間(1978-1992)が 15 年







ところも少なくなく、請負農地に関するトラブルが多発した。1984 年 1 号文件で請負期間
を 15 年と規定され、農家請負経営権の安定化が最重視された。1985年１号文件、1986 年
1 号文件等においても農家請負制の長期安定化を最重視し、統分結合または双層経営が強
調された。1986 年 4 月 14 日には最高人民法院「農村請負契約紛争事件の審理に関する若




図 1－3－1 1952年-1977年 GDP·農業生産総生産額及び一人当たり GDP 
 













図 1－3－2 1978年～1992 年 GDP·農業生産総生産額及び一人当たり GDP 
 
（出所）『中国統計年鑑 1999 年版』から作成。 
 
 
1952 年～1977年の人民公社の 25 年間には全国主要の農産物総産量は 54億 2941 万トン
であった。1978 年-1992 年家族請負制の 15 年間のうちに全国主要の農産物総産量は 57 億
2829 万トンを生産した。この二つ段階の主要の農産物総産量の格差は 29888 万トンであっ
た。GDP、農業生産総値、一人当たり GDP の側から見れば、1952年-1977年の期間に GDPの
年平均成長率は 6.4％であり、農業生産総値と一人当たり GDP の年平均成長率は 4.1％と
4.3％であった。逆に、1978 年-1992 年の間には、GDPの年平均成長率は 15.3％であり、農
業生産総値と一人当たり GDP の年平均成長率は 13.2％と 13.7％であった。 
第三段階は、1993 年～2002 年のうち、第二期請負期が到来した。もとの請負期間満了
後、請負期間を 30年延長するものである。1993年 11月 5 日、中共中央・国務院は「当面
の農業および農村経済発展に関する若干の政策措置」公表した。請負農地の安定化のため、
「人が増えても土地は増やさず、人が減っても土地は減らさない」という方式を推奨した。




権及び収益権を享受する」ことを規定した。1998 年土地管理法土地請負期間が 30 年であ
ることを明記した。2002 年 8 月 29日「農村土地請負法」の成立（2003 年 3 月 1 日施行）
により、貸手方および請負方の権利義務、請負契約の締結手続き、請負期間と契約内容、
土地請負経営権の移転等を定めた総合的な内容であった 12。1993 年から 2002 年まで 9 年





図 1－3－3 1993年―2003 年農村部と都市部の一人当たり格差 
 






                                                        









現 金 コ ス ト
（元） 






大豆 674.71 294.55 265.07 -115.09 -17.06 

















1997 年～2000年の農村出稼ぎ者の性別と年齢において、男性は約 65％、35 歳以下は
約 64％を占める。つまり、男性・若者が中心である。そして、2014 年中国農民工監測章
に基づく、中国の出稼ぎ者の年齢の分布比率は 16～20 歳が 3.5％、 21～30 歳が
30.2％、31～40 歳が 22.8％、41～50 歳が 26.4％、50 歳以上が 17.1％をしめた。つま





4． 2003 年～2017 年農民専業合作社 





























また、2001年 12 月の WTO加盟による 国際競争力の強化とともに、農業・農村をとりま
く情勢の変化への対応という要請も加わり、2002 年 12 月 28 日の全人代常務委員会におい















政策方針の特徴は、 2005 年 10 月の中国共産党・第 16 期五中全会で批准された「第 11
期五ヵ年規画」に盛り込まれ た「社会主義新農村建設」を前面に打ち出し、農村の全面的
な「小康」（まずますの生活水準） と現代化の実現を目指すことを明記した点である。そ
の一方、農業税の全面撤廃（2006 年）や農村義務教育の段階的無料化（2007 年までに実現） 
など、個別分野では「三農問題」の解消のための様々な政策が講じられている。 
                                                        





農業部のデータによると、農民専業合作経済組織の組織数は 2004 年末には 15 万社を越
え、会員数は 2363 万人（郷村全農家数の 9.8％）に達しているという。中央政府による
農民専業合作組織に対する財政面での支援を見てみると、2003 年から 2005 年には中央財
政から合計 1億 5000万元の資金が試験地点設立のために投入された。さらに 2004 年に
は、農業部が 12 省・市を農民合作組織の試験地点と認定し、111（2005年は 143）の農民
専業合作組織をモデル・ケースとして指定した。財政部も 250の農民合作組織試点を選定
している。そして前者に対しては中央財政から 2000 万元の財政支援が行われた 14。 
2007 年から 2013年における全国の農民専業合作社数の推移を示している。2013 年 9 月
末に中国農民専業合作社数は 91 万社に達し、わずか 6 年間に組織数は約 35 倍にまで急増
している。合作社に加入している農業者数などの統計は明らかにされていないが、仮に１
社当たりの組合員数を少なく見積もって 100 人としても約 9000 万人の農業者が関わって




表 1－4－1 2007年－2015 年農村部で就業する農村世帯数 
 




                                                        
14寳劔久俊  2006 年 5 月 20 日『中国における「農民専業合作経済組織」の変遷とその実態 －概況の整
理と実地調査に基づく考察－』pp：2-3 
15木村務・程明 （2014.3） 長崎県立大学東アジア研究所『東アジア評論』第 6 号『中国茶産業発展
における農民専業合作社の役割』PP．109 
年度 農村総人口（万人） 農村部に就職の農村世帯数（万人） 就職率（％）
2007 71496 44368 62.06
2008 70399 43461 61.74
2009 68938 42506 61.66
2010 67113 41418 61.71
2011 65656 40506 61.69
2012 64222 39602 61.66
2013 62961 38737 61.53
2014 61866 37943 61.33




 表 1－4－1 から、2007～2015 年の 8 年間のうちに、農村部の就業農村世帯数は 60％を
超えた。前述の 3分の１の推測の結論とほぼ一致している。 




図 1－4－1 2003年－2015 年の農民の年間純収入の変化 
 















図 1－4－2 2003年―2015 年農民部と都市部の一人当たり格差 
 
（出所）『中国農村統計年鑑 2016 版』から作成 
 
 
さらに、改革開放政策実施以降、中国の農村部のジニ係数は、1978 年 0.181 から 2015
年 0.3417 まで増加した。 
 
 


















































農民自分が負担していた。2001 年～2005 年の 5 年間だけで中国農業税の合計金額は 4171
億程度に達したという。この負担により、農民の意欲は低下したため、農民たちは都市部
で出稼ぎを拡大した。その結果、中国の 90 年代末から 21 世紀初期の「農民工潮」が発生
した。 
第三段階は農民専業合作社期である。中国では、2006 年 10 月 31 日、第 10 期全国人民
代表大会常務委員会において「中華人民共和国農民専業合作社法」が可決され、2007 年 7
月 1 日より施行されることになった。2007 年から 2013 年における全国の農民専業合作社
数は大きく増加し、2013 年 9 月末に 91万社に達し、わずか 6年間に組織数は約 35 倍にま






























統計によれば、中国における流動人口の規模は、2000 年 1.21 億人、2005 年約 1.47 億
人、2010 年 2.21 億人、直近では 2015 年 2.47 億人 17ときわめて膨大なものであり、かつ
年々増大の一途をたどっている。これを背景に、中国の都市化率は 1980 年の 19.4％と、
きわめて低い段階から、1985 年 23.7％、1990 年 26.4％、1995 年 29.0％、2000 年 36.2％、

























































































































図 2－3－1 耕作放棄の農地使用権の譲渡関係 
 
 















































－2 に示したように、2000 年から 2005 年までの６年間のうち、2001、2003、2005 年の年
純利益総額はマイナスであった。企業の経営状態はさらに厳しい状況であった。 
この間のＲ社の農業部門の経営内容は以下の通リである。2000 年当時の J 村の農産物総
























る。林業部門の増収により、2014 年と 2015 年純利益総額は大幅に増加した。特に、2014
年に林業の純利益総額は 500 万元に達し、当該年の年純利益総額の割合 69％を占めるに至
った（2015 年もほぼ同傾向）。しかし、2005 年の時点では、林業部門の収益性が明らかに








                                                        
30Ｒ社の売上高（Y）「年純利益総額(X)」が農産物の年純利益(Ｓ)、林業の年純利益（R）、農家楽の年
純利益(N)から構成されているとすると Y＝S＋R＋N それぞれを増加分(∆；デルタを付けて表す)で表すと





































譲渡すれば、毎年 1 ムー当たり補償金 400元を得ることができる。Ｒ社は農民の収入に対
して、毎年土地の補償金を支払うだけでなく、就労機会も提供した 24。 
                                                        
31 予定される所得は以下のように算定できる。毎年の農繁期の時点に大量の臨時工を募集したため、部












S R N Y X ⊿S/Ｙ ⊿R/Ｙ ⊿N/Ｙ ⊿Ｙ/Ｙ
2005 17 0 0 7 -10 ／ ／ ／ ／
2006 30 0 134 321 157 1.86               -            19.14          21.00          
2007 50 0 87 273 136 2.86               -            -6.71           -3.86           
2008 62 0 94 325 169 1.71               -            1.00            2.71            
2009 82 0 106 424 236 2.86               -            1.71            4.57            
2010 96 0 133 444 215 2.00               -            3.86            5.86            
2011 103 0 122 450 225 1.00               -            -1.57           -0.57           
2012 111 0 123 436 202 1.14               -            0.14            1.29            
2013 120 0 100 413 193 1.29               -            -3.29           -2.00           
2014 130 500 99 1452 723 1.43               21.43        -0.14           22.71          












































































する 25。  




10 月末まで、合作社数は 147.9 万社に達し、 合作社法が施行された直後 2007 年度より、





                                                        








 2008 年前後の世界経済危機の下で、中国はその影響が比較的軽微と報道されていたが、 
四川省、湖南省などでは、移動先で失業し、帰郷を余儀なくされた出稼ぎ農民が、農地を
貸し出していたために事実上自らの農地の耕作ができなくなるといった問題が発生したこ





















                                                        
26伊藤順一・包宗順・倪鏡 （2014）「中国江蘇省における農地の流動化 ─土地株式合作制度による取



















した。年平均の成長率は 39.6％である。湖北省の 80 県（市区）の経済発展の総合比較の
中で、江夏区は経済総値、一人当たり GDP、発展の速度、発展の潜在能力など 6 大項目、
25小指標の得点が 78.4 点で、第一位の成績であった。そして、江夏区は連続的な三年間
（2008 年～2010 年)に、湖北省の県域経済の中で第一位の成績を獲得した。 
今回の調査した企業は、武漢市江夏区鄭店街道蓮花橋村の静竹坊農業合作社である。蓮
花橋村には、江夏区の中で自然生態森林保護区が存在する。全村の土地面積は 1500ムー程
度であり、このうち自然生態森林保護区の面積は 612 ムーである。耕地と湖の面積は 888
ムー程度である。耕地と湖の面積は、耕地は 500 ムーであり、湖が 300 ムーである。残り
の土地面積には在籍居民の住宅用地と公共交通用地が含まれる。 





































                                                        






























当初の契約は 2017 年 6 月から 2018年 6月までの１年間であつた。このプログラムへの参
加料は１年間 1500 元である。これは静竹坊農業合作社の重要な資金調達ルートとなった。 
また、静竹坊農業合作社は、農場で農作業を行う職員を、農地利用権を出資した蓮花橋村
                                                        
28王家煕·大島一二（2017,6,26）「中国における耕作放棄地の再利用の実態に関する分析―武漢市緑美園














こで、前述したように、手許金 150 万元と、「農家楽」設備等の固定資産の売却による 350
万元の合計 500 万元を調達したが、これだけでは不足するため、白沙洲社区の約 4000 戸か




しても土地株の配当として 73 万元を支払うことが可能となったのである。また、2017 年
末には、静竹坊農業合作社は実質的な利潤総額 264 万元をあげることも可能となった。こ
のような、経営システムの大胆な改善の効果により、静竹坊農業合作社の収益性は劇的に
改善し、高まった。そして 2018 年 4 月には、新たな経営項目として家禽養殖を加えた。同
時に、2017 年の都市住民への農産物供給が順調であったことから、白沙洲社区において新




















図 3－3－1 と図 3－3－2 は、2016 年と 2017年の調査対象 30戸の年間所得を土地株式の
配当額の多い順に、農家別に示したものである。2016 年の平均年所得は７グループ（41000
～45000 元）の範囲であった 29。この年、平均水準以下の農家は 18戸であった。すなわち、
平均水準以下の農家が全体の 60％を占めていたことになる。これにたいして、2017 年時点






























































































Yi = β1X1i + β2X2i + ··· + βkXki    （１） 
Y：被説明変数、Yi：被説明変数の順位 
β：標準回帰係数、β1：標準回帰係数の順位 
Xkiは Ｋ 番目の説明変数の第 i 番目の観測値を表す。β1、β2、 ···、βk は推定される
べきパラメータである。すべての i について、X1i = 1 とすれば、β1 は定数項として表
される。n 組のデータ (Yi、 X1i、 X2i、···、Xki)、i = 1、2、···、n を用いて、β1、β2、
···、βk を求める。 
ある基準の下で、β1、β2、···、βk の解を?̂?𝛽1?̂?𝛽2、···、?̂?𝛽kとしよう。データ{(Xi、Yi)、i = 
1、2、···、n}と直線との関係は、 





すなわち、すべての iについて、実際のデータ Yi と直線上の値 Yiˆ =?̂?𝛽1X1i + ?̂?𝛽2X2i + ··· 
+  ?̂?𝛽kXkiが一致することはあり得ないので、残差𝑢𝑢�I の二乗和を考える。 
次のような関数 S(?̂?𝛽1、?̂?𝛽２···?̂?𝛽ｋ) を定義する 
∑ 𝒖𝒖𝒏𝒏𝒊𝒊=𝟏𝟏 i２＝𝜮𝜮𝒊𝒊=𝟏𝟏
ｎ
 (Yi − 𝜷𝜷�1X1i − 𝜷𝜷�2X2i −···− 𝜷𝜷�kXki)2このとき、 










ｎ 𝑿𝑿𝟏𝟏𝒊𝒊𝟐𝟐 ＋𝜷𝜷�2∑ 𝑿𝑿
ｎ
𝒊𝒊=𝟏𝟏 1i X2i＋…＋𝜷𝜷�ｋ∑ 𝑿𝑿
ｎ
















































年純所得 学歴 消費程度 土地面積 年齢
1万以下 0 文盲 0 2-4万 1 0-10亩 1 年龄18以下 0
1万1-1万5 1 小学 1 4万-6万 2 11亩-20亩 2 18-30 1
1万6-2万 2 中学 2 6万1-8万 3 21亩-30亩 3 30-40 2
2万1-2万5 3 高中 3 8万1-10万 4 30亩以上 4 41-50 3
2万6-3万 4 高中以上 4 10万以上 5 51-65 4
3万1-3万5 5 65以上 5
3万6-4万 6 静竹坊農業合作社での所得 出稼ぎ所得 土地株の配当
4万1-4万5 7 1万以下 1 1万-3万 1 １万以下 0 性別
4万6-5万 8 1万-1万5 2 3万1-5万 2 １万ー1万5 1 男性 1
5万1-5万5 9 1万6-2万 3 5万1-7万 3 １万5－２万 2 女性 0
5万6-6万 10 2万1-3万 4 7万1-10万 4 ２万ー２万5 3































































df SS MS F Significance F
回归分析 12 120.96667 10.08055556 9.70139E+30 1.2746E-259
残差 17 1.766E-29 1.03908E-30
总计 29 120.96667
Coefficients 标准误差 t Stat P-value Lower 95% Upper 95% 下限 95.0% 上限 95.0%
Intercept -1.33227E-15 2.604E-15 -0.511576444 0.615528196 -6.8267E-15 4.162E-15 -6.83E-15 4.162E-15
労働力平均年齢 3.14561E-16 5.222E-16 0.602336319 0.554900241 -7.8726E-16 1.416E-15 -7.87E-16 1.416E-15
労働力平均学歴 -1.00679E-16 4.604E-16 -0.218689671 0.829495675 -1.072E-15 8.706E-16 -1.07E-15 8.706E-16
家庭人口結構 -7.01747E-16 7.324E-16 -0.958204759 0.351389717 -2.2469E-15 8.434E-16 -2.25E-15 8.434E-16
労働人口 8.69754E-16 8.817E-16 0.986472657 0.337734328 -9.9043E-16 2.73E-15 -9.9E-16 2.73E-15
労働人口割合 -4.69454E-15 3.842E-15 -1.221978561 0.238389835 -1.28E-14 3.411E-15 -1.28E-14 3.411E-15
男性労働力割合 4.82545E-15 3.305E-15 1.459954897 0.162535912 -2.1479E-15 1.18E-14 -2.15E-15 1.18E-14
女性労働力割合 4.47349E-15 2.983E-15 1.499769485 0.152016272 -1.8196E-15 1.077E-14 -1.82E-15 1.077E-14
土地株の配当 1 3.606E-16 2.77302E+15 1.6179E-253 1 1 1 1
出稼ぎ收入 1 2.778E-16 3.6E+15 1.9143E-255 1 1 1 1
郷鎮企業に就職收入 1 4.695E-16 2.12977E+15 1.4371E-251 1 1 1 1
是否有特殊技术 -1.7433E-16 6.273E-16 -0.277909718 0.784433299 -1.4978E-15 1.149E-15 -1.5E-15 1.149E-15





      Ｒ＝Ｒ１＋Ｒ２＋Ｒ３ 
それぞれを増加分(∆；デルタを付けて表す)で表すと 
      ∆Ｒ＝∆Ｒ１＋∆Ｒ２＋∆Ｒ３ 
この式の両辺をそれぞれ Yで割ると 























No. 户主姓名 土地株の配当 出稼ぎ所得 静竹坊農業合作社会での所得 年純所得
R１ R２ R３ R ⊿R１/R ⊿R2/R ⊿R３/R ⊿R/R
1 郭于斌 5 4 4 9 － － － －
2 郭于利 3 3 4 5 -22.2 -11.1 0.0 -44.4
3 郭于盛 4 0 3 5 20.0 -60.0 -20.0 0.0
4 陈卫军 4 4 3 6 0.0 80.0 0.0 20.0
5 张红 1 3 1 2 -50.0 -16.7 -33.3 -66.7
6 杨东梅 1 0 2 2 0.0 -150.0 50.0 0.0
7 龙代清 4 3 4 7 150.0 150.0 100.0 250.0
8 蔡绍兴 4 3 4 6 0.0 0.0 0.0 -14.3
9 吴继荣 1 0 1 1 -50.0 -50.0 -50.0 -83.3
10 蔡同斌 2 2 4 4 100.0 200.0 300.0 300.0
11 邵明柏 2 2 2 3 0.0 0.0 -50.0 -25.0
12 邵明松 1 1 1 2 -33.3 -33.3 -33.3 -33.3
13 彭有名 1 2 1 2 0.0 50.0 0.0 0.0
14 杨东兴 1 4 1 2 0.0 100.0 0.0 0.0
15 彭东升 1 0 2 2 0.0 -200.0 50.0 0.0
16 朱铁铭 1 3 1 1 0.0 150.0 -50.0 -50.0
17 唐金华 3 2 2 4 200.0 -100.0 100.0 300.0
18 彭建懿 2 5 2 5 -25.0 75.0 0.0 25.0
19 杨东海 1 4 1 2 -20.0 -20.0 -20.0 -60.0
20 彭民强 1 4 1 2 0.0 0.0 0.0 0.0
21 周学文 1 4 1 3 0.0 0.0 0.0 50.0
22 王菊英 1 3 1 3 0.0 -33.3 0.0 0.0
23 周新民 3 0 3 4 66.7 -100.0 66.7 33.3
24 彭明中 1 5 1 3 -50.0 125.0 -50.0 -25.0
25 章立新 2 5 2 5 33.3 0.0 33.3 66.7
26 彭明茂 1 3 1 3 -20.0 -40.0 -20.0 -40.0
27 李锦奎 1 3 1 2 0.0 0.0 0.0 -33.3
28 董松林 1 3 2 4 0.0 0.0 50.0 100.0
29 李锦良 1 3 1 2 0.0 0.0 -25.0 -50.0

















































































































おり、全村の土地面積は 1500 ムー（１ムーは約 6.67a）程度である、このうち自然生態
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所「第２章中国の新たな農業経営モデルの特徴と存立条件」ｐｐ：37-38 

















たりの農場面積は通常 50 ムー以上である。年間販売額 50 万元以上の農家も 355戸に達し
た。特徴はほとんどが労働者を雇い、商標などを有している点である。 
安徽省郎渓県モデルにおいては、郎渓県は 2009 年から 3年間で 90 万元の資金を用意
し、県内の優れた家庭農場 10 戸を選出し、毎年各農場に 3 万元を投入して、モデル家庭
農場を建設している。家庭請負経営が実施されて以来、農民家庭は賃貸、請負を通じて大
















あり、年間平均所得は 7～10 万元であった。一戸あたりの農場面積は 100～150 ムーであ

















当初志明水産養殖でもソウギョ、ハクレンなどを養殖した。1988 年～1992 年の 5年間は、
志明水産養殖の規模は 50 ムーで、毎年の平均年販売総額は 24000 元程度であった。毎年の
平均コストは約 2 万元程度であったので、毎年の年純利益は 3000 元～4000 元程度の限ら
れたものであった。 
1993 年に、志明水産養殖は経営規模拡大のために請負湖面面積を 100 ムーに拡大した。
1993 年当時の中国は、郷鎮企業が急速に発展していた時期であったため、志明水産養殖は
一種の郷鎮企業とみなされ、農村信用合作社から資金を調達し、郷、鎮、村の農業政策の




36武漢市の水域面積は 2217.6km2 で、市の総面積の 26.1％を占める。1 人当りの地表水資源量は 11.4 万
㎥である。長さが 5 キロ以上の河川は 165 本あり、166 の湖がある。地下水の静的蓄積総量は 128 億㎥
で、地表水の蓄積総量は 7145 億㎥である。武漢市の淡水魚の消費は１日間一人当たり 1.5 尾に達する。
とくに、旧正月の時期においては、武漢市では淡水魚の漬物を生産する伝統があるので、この時期には




サービスを受けることができた。こうした規模拡大によって、1993年～1999 年の 6 年間の
年平均純利益は 15,000 元～20,000 元程度に拡大するなど、1988年～1992 年時期の約 5倍
の利益をあげた。 
 2000 年代に入り、新規参入者の増加により淡水魚養殖の市場競争はしだいに激しくなっ
た。当時の武漢市には漁業専門合作社 4468、家庭漁家 1797、大規模養殖漁家 3.6万戸に増
加していた。こうした結果、淡水魚の市場価格は低下し、経営内容の転換が求められた。 
2000 年に志明水産養殖は新たに農村信用合作社から 10 万元程度を借入し、養殖湖面の
面積を 200 ムーに拡大した。そして、そのうちの 100 ムーにおいて新規にカエルの養殖を
開始した。自然放養の方式を養殖したカエルの生産量は 1 ムー当たり 20 ㎏程度であった。
ただ、当時のカエルの市場平均価格は 1 ㎏当たり 48 元程度と比較的高価であったため、
2000 年～2002年の年平均純利益は 10 万元程度に達した。カエル市場の比較的大きな利益
によって、2002年には、志明水産養殖は湖面面積を 300ムーに拡大し、このうち 200 ムー
でカエルを養殖した。2000年～2008年の 8年間の年平均純利益は 20万元程度に拡大した。 
こうして得られた比較的大きな利益を利用して、2008 年年初に、志明水産養殖はさらに
湖面請負面積を拡大し、湖面請負面積は 400 ムーに達した。しかし、2008 年 5 月、中国中
央政府は自然生態環境の保護のために、カエルの販売に規制を開始した。カエルの販売市











始め、2016 年 6 月末には前年比 33％増の 17,670 店舗に達したと紹介されている。中国農
業部漁業漁政管理局（日本の水産庁に相当）と中国水産学会が発表した「中国アメリカザ



















よって、志明水産養殖のザリガニ生産量は 1 ムー当たり約 150～200 ㎏程度に低下した。1
㎏当たりの販売単価は 50 元程度であったので、2018 年の志明水産養殖の年間純利益は 6

















                                                        
382018 年の夏季は、とくに６月から 10 月まで武漢市は持続的な高温に見舞われたため、湖の水位が急
速的に低下した。この問題も淡水魚とザリガニの生産量に大きな影響を与えたと考えられる。 
年 生産総量 湖面積 総コスト 利益総額 純利益
1988 750kg 50 19000 21000 2000
1989 751kg 50 19400 21350 1950
1990 816kg 50 19880 22450 2570
1991 879kg 50 22943 25643 2700
1992 956kg 50 23031 26531 3500
1993 1001kg 50 22451 26951 4500
1994 1020kg 100 30595 39601 9006
1995 1450kg 100 28500 40168 11668
1996 1426kg 100 29227 41325 12098
1997 1502kg 100 30527 44053 13526
1998 1534kg 100 26000 43520 17520
1999 1566kg 100 25490 53474 27984
2000 3500kg 200 250000 355489 105489
2001 3880kg 200 260123 376703 116580
2002 4502㎏ 300 296011 441214 145203
2003 4856㎏ 300 302142 512395 210253
2004 4821㎏ 300 313561 535017 221456
2005 4896㎏ 300 333625 592656 259031
2006 4935㎏ 300 356795 612488 255693
2007 4201㎏ 300 315692 517213 201521
2008 4114㎏ 400 293654 468857 175203
2009 3856kg 400 270011 390525 120514
2010 3436kg 400 250134 351159 101025
2011 3030㎏ 400 200369 295999 95630
2012 2956㎏ 400 201599 261834 60235
2013 2865㎏ 400 195632 265888 70256
2014 2839㎏ 400 186350 263493 77143
2015 50000kg 400 236200 336200 100000
2016 49801㎏ 400 232000 399895 167895
2017 50112kg 400 231995 331995 100000








































 ㏒ｙ＝a＋α㏒ K＋（１－α）㏒ L 公式④ 
 
公式④によって、 










































年 純利益 湖の面積 総コスト 総労働人数 ㏒（純利益） ㏒（総生産量） ㏒（湖の面積） ㏒（総コスト） ㏒（総労働人数）
1988 2000 50 19000 2 7.6009 6.6201 3.9120 9.8522 0.6931
1989 1950 50 19400 2 7.5756 6.6214 3.9120 9.8730 0.6931
1990 2570 50 19880 2 7.8517 6.7044 3.9120 9.8975 0.6931
1991 2700 50 22943 2 7.9010 6.7788 3.9120 10.0408 0.6931
1992 3500 50 23031 2 8.1605 6.8628 3.9120 10.0446 0.6931
1993 4500 50 22451 2 8.4118 6.9088 3.9120 10.0191 0.6931
1994 9006 100 30595 6 9.1056 6.9276 4.6052 10.3286 1.7918
1995 11668 100 28500 6 9.3646 7.2793 4.6052 10.2577 1.7918
1996 12098 100 29227 6 9.4008 7.2626 4.6052 10.2828 1.7918
1997 13526 100 30527 6 9.5124 7.3146 4.6052 10.3264 1.7918
1998 17520 100 26000 6 9.7711 7.3356 4.6052 10.1659 1.7918
1999 27984 100 25490 6 10.2394 7.3563 4.6052 10.1460 1.7918
2000 105489 200 250000 6 11.5664 8.1605 5.2983 12.4292 1.7918
2001 116580 200 260123 6 11.6663 8.2636 5.2983 12.4689 1.7918
2002 145203 300 296011 10 11.8859 8.4123 5.7038 12.5982 2.3026
2003 210253 300 302142 10 12.2561 8.4880 5.7038 12.6187 2.3026
2004 221456 300 313561 10 12.3080 8.4807 5.7038 12.6557 2.3026
2005 259031 300 333625 10 12.4647 8.4962 5.7038 12.7178 2.3026
2006 255693 300 356795 10 12.4517 8.5041 5.7038 12.7849 2.3026
2007 201521 300 315692 10 12.2136 8.3431 5.7038 12.6625 2.3026
2008 175203 400 293654 25 12.0737 8.3222 5.9915 12.5902 3.2189
2009 120514 400 270011 25 11.6995 8.2574 5.9915 12.5062 3.2189
2010 101025 400 250134 25 11.5231 8.1421 5.9915 12.4298 3.2189
2011 95630 400 200369 25 11.4682 8.0163 5.9915 12.2079 3.2189
2012 60235 400 201599 25 11.0060 7.9916 5.9915 12.2140 3.2189
2013 70256 400 195632 25 11.1599 7.9603 5.9915 12.1840 3.2189
2014 77143 400 186350 25 11.2534 7.9512 5.9915 12.1354 3.2189
2015 100000 400 236200 25 11.5129 10.8198 5.9915 12.3724 3.2189
2016 167895 400 232000 25 12.0311 8.5132 5.9915 12.3545 3.2189
2017 100000 400 231995 25 11.5129 10.8220 5.9915 12.3545 3.2189


























df SS MS F Significance F
回帰 3 73.44627 24.48209 108.0265 3.74714E-15
残差 27 6.119022 0.22663
合計 30 79.56529
係数 標準誤差 t Stat P-value Lower 95% Upper 95% 下限 95.0% 上限 95.0%
Intercept 4.30618943 1.229981 -3.50102 0.001629 -6.82990173 -1.782477134 -6.82990173 -1.782477
㏒（湖の面積） 4.03637505 2.05095 2.968051 0.05941 -0.17182754 8.244577637 -0.17182754 8.2445776
㏒（総コスト） 1.193994032 0.706905 -2.27443 0.785845 -1.64444302 1.256454956 -1.64444302 1.256455















資金投入については、2018 年の農村信用合作社の借入利率は 1 年以内が 4.35％であっ





















































を続ける中国経済のなかにあって、1995 年前後から 2004 年前後まで「民工潮」などと呼
ばれる、農村労働力を主体とした出稼ぎ型の都市地域への人口流動現象が大きく拡大して
いった 41。  
農民の農外への流失の発生原因について、一部の先行研究（上野 2003）、（大島 2012）な
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表 5－2－1 農業所得と主要農外所得の比較 
 
農業所得（元） 郷鎮企業所得（元） 出稼ぎ所得（元） 
1990 686.3 2459.7 不明 
1991 708.6 2736.4 不明 
1992 784.0 3374.7 不明 
1993 921.6 4444.0 不明 
1994 1221.1 5091.3 不明 
1995 1577.7 6229.5 5940.0 
1996 1926.1 7809.2 7080.0 
1997 2090.1 6456.0 5520.0 
1998 2162.0 5891.3 7044.0 
1999 2210.3 5991.3 7800.0 
2000 2253.4 5507.6 7800.0 
2001 2366.4 5908.8 7728.0 
2002 2475.6 6418.3 7680.0 
2003 2622.2 6683.8 8280.0 
2004 2936.4 7035.9 9360.0 
2005 3254.9 7789.5 10332.0 
2006 3587.0 8369.4 11352.0 
2007 4140.4 11496.3 12720.0 
2008 4760.6 12564.1 14460.0 
2009 5153.2 12533.3 17004.0 
2010 5919.0 17557.9 20280.0 
2011 6977.3 17984.2 24588.0 
2012 7916.6 15392.5 27480.0 
2013 8895.9 18030.5 31308.0 
2014 9892.0 20581.7 34368.0 


























就業者総数は 9545 万人に達した。その後、1985 年～1994 年の期間に、郷鎮企業の就職者
数の年平均増加率は 6.2％に達し、農村の就業機会の増大に大きく貢献した（図 5－3－1）。  
その後、1992 年春の鄧小平による「南巡講話」を契機に、郷鎮企業はさらに大きな発展
高潮を迎えるが、市場経済体制の確立と、1993 年 3月の第 8期全国人民代表大会第１回会
議で採択された「中華人民共和国憲法修正案」により、私営経済は経済の補完的地位から
重要な構成部分とされ、郷鎮企業においても家族経営、家族間合作経営による私営企業が
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大きな成長を遂げた 43 。 
この 1993年～1996 年の時期は、中国の郷鎮企業発展のピーク期であった。1992年に郷










定的な発展時期に移行した。1990 年代に入って企業数は 1996 年をピークにいったん減少
傾向に陥ったことがわかる。そして、従業員数も 1997 年に、1978 年の改革・開放政策の
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孔 麗 (2006 年 9 月)『北海学園大学経済論集』第 54 巻第 2 号「中国の「郷鎮企業」における 雇用力


















ある。関係機関の調査によると、地域外で就業する労働者数は、1989 年に 3200 万人をこ
え、1993 年には 6200万人に達したとされる。 
中国における農村出身労働者のフェイスシートは以下の通りである。 
まず当時の年齢階層と学歴に注目すると、主に中学校卒業程度の学歴を有し、年齢階層
が若年層に集中している。統計によると、16 歳から 30 歳までの農村出身労働者は 61％、
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大島一二 桃山学院大学 『経済経営論集』第 ５９ 巻 第 １ 号 「中国の農村開発における非農業




総労働力の 23.8％ が雇用労働力となったと推計されている。 
このように、農外に流出する労働力は急増し、とくに地域外に移動する労働力が増加し
た。これは、表 5－2－1 に示したように、1990 年代後半以降、出稼ぎ所得の増大が顕著と
なり、郷鎮企業所得を上回ったことが大きな背景となっていると考えられる。 
こうして、1995 年～2005 年の 10 年間において、大量の農民が郷鎮企業就業を拡大し、
さらに都市部へ移動し就業したため、農民所得は、主に農外所得の増大により拡大した。





















5－2－1 に示したように、まず一貫して A の農業所得がもっとも低いことがわかる。その




















































自治区等の 11 省、市、区出身の農民工を対象に、10 カ月以上の歳月をかけ、詳細に調査
研究が行われた。 
 中国における出稼ぎ 45農民工数は、約 1.2 億人であり、地元にとどまっている農民工を
含めると農民工の総数は 2億人を超え、全人口の 1割以上を占めている。2017 年の「中国
国民経済と社会発展に関する調査」46では、都市で就労する農民工は、2017 年までに 1.69
億人を超えており、それは中国の総人口の約 12％に当たり、農民人口総数の 28％を占めて
いるとされる。言い換えれば、現在の中国においては 10 人に 1人が農民工であり、農民全
体のほぼ 3 分の 1 弱が都市で就労していることになる。都市の第 3 次産業従事者の 52％、






















のはわずか 13.7％にすぎず、8 時間から 9 時間が 40.3％、9 時間から 10 時間が 23.5％で
あり、10 時間以上働く農民工が 22.5％も存在している。 








業訓練および農民工の労働保護を強化するため、2007 年 6 月 29日、第 10 期全国人民代表
大会常務委員会第 28 回会議において「労働契約法」が制定され、2008 年１月１日から施





2007 年 12 月 29 日、第 10期全国人民代表大会常務委員会第 31回会議において「労働争議
                                                        






















年の 35.5 歳から 2016 年の 39 歳にまで上昇している。同期間で、50 歳以上の農民工の比
率は 12.9％から 19.2％へと大幅に拡大した。2016 年に、40 歳以下の農民工が占める比率











































 上述の 5 つの特徴の中で、⑤の特徴は、新世代農民工の就業選択の重要な条件となる。
                                                        







代以降生まれた農民工（16～29 歳）が 8478 万人となっており、2009 年末時点で、6 カ
月以上働いた農民工全体の 1 億 4533 万人から推算すると、全体に占める割合はすでに 
58.4％に達している。中国の労働力全体における年齢構成として、16～29 歳、30～39 歳、
40～49 歳、 50 歳以上の労働力の全体に占める割合は それぞれ、26.4％、19.0％、25.3％、









 図 6－2－1からは、2010 年時点で、1980 年代以降生まれた世代の比率は 30％代に至り、
















について、新世代農民工は多くの選択肢をもちつつある（図 6－2－2 参照）。 
 
 















































































である（図 6－3－1 参照）。 





での集配を行うシステムである。菜鳥網絡の登録資金は 50 億元で、筆頭株主の阿里巴巴が 21 億 5,000
万元を出資し、43％の株式を持つほか、銀泰集団が 16 億元で 32％、複星集団・富春物流 がそれぞれ 5
億元で 10％ずつ、順豊速運・申通快逓・円通速逓・中通速逓・韻達快運の 5 社がそれぞれ 5000 万元で
1％ずつ株式を保有している。菜鳥網絡の会長と CEO には、阿里巴巴の馬雲会長と銀泰集団の沈国軍会
長がそれぞれ就任した。沈 CEO は、菜鳥網絡の計画では、1,000 億元（約 1 兆 6,800 億円）を初期投
資して、今後 5-8 年間で全国に及ぶ開放的な社会物流インフラを構築し、年商 10 兆元（約 168 兆円）
の B2C/C2C 業務をサポートするという。また、馬会長は、初期投資の後に、菜鳥網絡は 2,000 億元（約















詢によるレポートによると、中国のフードデリバリー市場規模は、2010 年には 586 億元
（約 9,700 億円）程度であったが、2015 年には 2,391 億元（3 兆 9,500 億円）にまで拡大
し、外食産業全体に占める割合も、2010 年の 3.3％から 2015 年には 7.4％へと拡大してい
る 55。 
                                                        
54「外売」はインターネットデリバリーサービスの意味であり、その中心はフードデリバリーサービス
である。国民経済の発展におけるインターネットデリバリーサービスの役割は無視できない。国家郵便
局のデータによると、中国のインターネットデリバリーサービスの著しい成長に伴い、2018 年第 1 四半










年の 3.3％から 2015 年には 7.4％へと高まるなど、さらなる拡大が予測されている。こう
した急拡大に伴って、フードデリバリーサービス業は配達員に対して有利な条件を示した
ため、大量の新世代農民工がフードデリバリーサービス業に流入した 57。 
 2016 年以来、中国の宅配事業は 57％の成長を達成しており、2018 年には宅配数は 490
億に達すると推定されている。 2016 年から 2018 年の間に、中国の宅配便業者数は 50％
増加し、配達員総数は 300 万人を超えた。さらに、2013 年から 2018 年までにフードデリ
バリーサービスの配達員数は全国で 300 万人程度に達し、2018年の中国の宅配員数とフー
ドデリバリーサービス配達員数は合計で 600 万人程度を超えている。 
中国の宅配員とフードデリバリーサービス配達員の賃金算定については、基本的に基本
給＋配達量に基づく歩合給で算出される。すなわち、彼らは収入増のためより多くの配達




的優秀な配達員の場合、6000 元程度～1万元に達する者も多いという（図 6 参照）。このほ
か、EC サイトが大規模なショッピングセールを開催すると給与水準も大きく増加する。
2017 年のダブル 11（11 月 11 日の中国で最大級のネット通販イベント）の時は、給与水準
が月 1 万 1 千元を超え、最高で 2 万元に達したという 59。 




57｢2016 年中国第三方餐飲外売研究報告｣(BigData-Research)によると、フードデリバリーのシェア 1 位
は｢餓了么｣の 34.6％、次いで｢美団外売｣の 33.6％、3 位は｢百度外売｣の 18.5％となっており、この 3 社
で全体の 86.7％を占めている。 
58一人当たり宅配便の一日最大配達量は 120〜180 件であり、フードデリバリーサービスの場合は、昼食
時に集中する。フードデリバリーサービス配達員一人当たり 1 日に 48 の注文を受け、150 キロメートル
近く走行するという。 
59賃金が高い一方で、歩合制のため、宅配員の労働時間は一般的に長い。宅配員の 50％は 1 日 10〜12 時





















                                                        
するケースが頻発しているという。2017 年 1 月 2 日は、上海市で配達員が信号無視で自動車に追突され
死亡する事故が発生し、配達員の過酷な日常が問題となった。上海市公安局によると、2017 年上半期
の、上海市内の外売産業関係による交通事故死傷者件数は 76 件にも上ることが公表されている。しか
し、労働環境を改善する動向はあまり進展していない。2019 年 4 月に、アリババの CEO 馬氏は 996（996
の意味は、朝 9 時から夜 9 時まで働き、1 週間 6 日勤務の意味）出勤制度を提出し、その後、京東の CEO


































































以下では、この 6 つの課題について、研究目的と成果及び残された問題を詳しく説明する。 
第一章の研究目的は、中国における農民専業合作社の発展段階である。これは３つの段
階に分けられる。 
第１段階は 1952 年から 1958 年までの人民公社の時代、第２段階は 1982 年から 2006年
までの家族請負制度の時代、第３段階は 2006から 2017 年までの農民専業合作社の時代で
ある。 








































































ことである。近年、農民工の平均年齢は徐々に高くなり、2016 年の平均 39 歳にまで上昇
している。同期間で、50 歳以上の農民工の比率は 12.9％から 19.2％へと大幅に拡大した。
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